On the Right to Housing in Constitutional Law by 内藤 光博
「居住の権利」に関する憲法学的考察
―公園内居住者（ホームレス）強制立退き事件大阪高裁判決を素材として―

































































































































































































































































































































































































































































































































































（２２） See, Report of Habitat : United Nations Conference on Human Settlements,
Vancouver,３１May -１１June１９７６（A/CONF.７０/１５）.
（２３） See, General comment No.４: The right to adequate housing（art.１１（１））of the-
Covenant in United Nations Compliation of General Comments and General Recom-





























（２４） See, Report of Habitat : United Nations Conference on Human Settlements
























（２６） Ibid., General comment No.４, p.２４para１８.
（２７） General comment No.７: The right to adequate housing（art.１１（１））of the Cove-
nant : Forced evictions in United Nations Compliation of General Comments and
General Recommendations adopted by Human Rights Treaty Bodies（HRI/GEN/Rev.
７,１２May２００４）p.４６para３.（http : //www.unhchr.ch/tbs/doc.nsf/０/ca１２c３a４ea８d６
c５３c１２５６d５０００５６e５６f？Opendocument）

























（２９） Ibid., General comment No.７, p４８―４９.
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（３）国際人権法における人権類型の相対化と国家の義務の「三層構造」
以上見てきたように，国際人権規約社会権規約では，「居住の権利」を
社会権と位置づけ，その保護を各締約国に義務づけている。しかしながら，
ここでとり上げた大阪高裁判決でも踏襲されているように，わが国の裁判
所は，憲法２５条１項の生存権規定については，相変わらずプログラム規定
説を採っており，その具体的保障策について広範な立法裁量を認めている。
「居住の権利」を国際人権規約から基礎づけたとき，果たして，こうした
わが国の判例法性に対し，どのように対抗することができるのであろうか。
この点については，近年の有力な国際法学説では，すべての人権が相互
に依存し関連している点に着目し，自由権・社会権の分類が相対化されて
いると説かれてきているとされる（３０）。
この説によると，人権類型の相対化は，締約国の国際人権実現の義務に
関わる「三層構造」から裏づけられているとされる。「三層構造」とは，「尊
重義務」「保護義務」「充足義務」をさす。「尊重義務」とは，国家自らが
人権侵害を行うことを控えることでり，「保護義務」とは，国家が第三者
によって行われる人権侵害行為を規制すること，「充足義務」とは，個人
の自助努力により達成されない側面を国家が補うこと，である。
この「三層構造」を「居住の権利」に即してみた場合，次のように理論
構成される（３１）。第１に，「尊重義務」，により，国家は個人の財産の利用に
介入せず，それを尊重する義務が生ずる。第２に，「保護義務」に基づき，
他の私人によって侵害が行われる場合，国家は私人による侵害から個人を
保護する義務がある。第３に，「充足義務」に基づき，何らかのハンディ
により個人の努力では「よい状態」を実現することができない場合に国家
が予算措置を講じて「居住の権利」を充足する義務が生ずるのである。
（３０） 阿部・前掲註（２０）「人間の権利としての『居住権』」７４頁以下参照。
（３１） 熊野・前掲註（２５）「居住福祉における強制立退きの位置」１８１―１８２頁。
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これを本稿でとり上げた事案に即してみると，野宿生活者に対する強制
立退きの代執行を容認した大阪高裁判決では，もっぱら代執行の是非を，
「占有」あるいは「排他的支配」といった民法上の財産権の法理との関連
で論じているが，野宿居住者らが所有するテント等の財産は，そこに居住
することにより生存を確保するための生存権的財産である。であるとする
ならば，本件代執行は，野宿生活者の憲法上の基本的人権に関わる権利（生
存権的居住の自由）の侵害を意味するのであるから，当該テント等の工作
物に対する除却命令や代執行（強制立退き）は大きな制約をこうむること
になる。
これを上記の「三層構造」論から考えると，国家の尊重義務であり，個
人の側から見た場合「強制立退きを受けない自由」という理論構成が可能
になろう。
．結論
前述のように，国連社会権規約員会の「一般的意見４号」では，「居住
の権利」を「安全に，かつ平和に，かつ尊厳をもって住む権利」と定義し
ている。この定義は，「居住の権利」が「すべての人権の基礎であり，居
住の権利抜きには他のあらゆる人権は成り立たない（３２）」ことを意味しよう。
安定した居住は，人間が生命・健康・安全を維持し，文化的な生活をお
くることを可能にし，社会・経済生活を自由におくるため不可欠な存在の
基盤である。したがって，すべての人々は，まずもって居住の自由（自由
権規約１２条１項，日本国憲法２２条１項）を有する。この点から，個人が国
家によりむやみに個人の居住環境を損なわれない権利，すなわち「強制立
退きを受けない自由」が導き出されよう。これは，国連・社会権規約委員
（３２） 熊野・前掲註（２５）「居住福祉における強制立退きの位置」１８４頁。
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会の「一般的意見４号および７号」から導き出される帰結である。したが
って，住居からの立退きが認められるには，「やむにやまれぬ政府利益」
が存在することが政府により証明され，告知・聴聞を内容とする適正手続
が尽くされ，代替の住居や居住環境が補償されるなど，慎重な基準と手続
が保障されなければならない。これは前述の「三層構造」からいえば，国
家の「尊重義務」に相当する。
また良好な居住環境は，個人にとっては，社会・経済的および文化的生
活をおくるための基盤となり，平穏な家庭を形成するための基礎となる。
また子どもにとっては，人格形成を行う条件となる。すなわち，安定した
居住の供給は「健康で文化的な最低限度の生活」の一内容といえよう。災
害，失業，疾病など，自らの責任ではない理由に基づき，住居を失い，良
好な居住環境を喪失した人々は，憲法２５条１項の「健康で文化的な最低限
度の生活を営む権利」に基づいて，国に対し適切な住宅の供給や良好な居
住環境を求める権利を有するのであり，国はこうした要求に応える義務を
負う（３３）。これを社会権規約により，国家に義務づけられている「居住の権
利」の実現としてみてみると，「三層構造論」にいう国家の「保護義務」
ということになる。
（３３） しかしながら，わが国では，前述の坂本重雄教授が提唱された「住居保障法」
の制定のような法整備は依然として進んでおらず，その基礎をなす「居住の権利」
論の理論構成も不充分であり，今後の大きな課題となっている。
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